
平成 23 年度 
社会福祉法人 立川市社会福祉協議会 

事業計画 
事業計画策定にあたって 

現在の地域社会は、少子高齢化の進展による家庭機能の変化や近隣関係の希薄化などにより、家族間や

住民相互の助け合い、支え合いといった、人と人との「つながり」を前提とした生活基盤が崩壊しかけています。 

また、経済不況や雇用の悪化などから職に就けない、または職や住居を失う市民が増加し、生活そのものが

成り立たないといった状況も生み出しています。 

こうした地域社会は、全国で３万人を超える自殺者、乳幼児や高齢者に対する虐待、巧妙化する振り込め詐

欺、悪質商法、若者の未就労、引きこもりの増加、といった複雑かつ多様化する課題を増幅させ、豊かで活力

ある地域社会の醸成を阻害しています。 

このような中、本会では昨年度から、立川市第 2 次地域福祉計画と協働する計画として、「誰もが安心して楽

しく幸せにいきいきと暮らせるまち立川」の実現を活動理念とした、第 3 次「立川あいあいプラン 21」の推進を

開始しました。この計画は、①住民が力を発揮し協働できるまち、②互いを尊重しともに生きるまち、③孤立な

く支えあえるまち、④誰もが必要なサービスを利用できるまち、の４つの目指すまちを設定し、63 の具体的な取

組みを示したものです。本会は、この４つの「まち」を実現するために、今年度の重点推進事項を定め、地域住

民、団体、企業、行政など、地域を構成する多様な「市民」と連携して具体的な取組みを着実に進め、市民の

一人ひとりが孤立することなく、安心した生活を送れるよう、地域福祉の推進を果たしてしてまいります。 

なお、昨年度は、本会の創立５０周年という節目を迎え、記念誌の作成や記念式典を多くの市民の協力によ

って執り行うことができました。ここに、改めてお礼を申し上げるとともに、今後も役職員が一丸なって次の第一

歩を踏み出してまいりますので、市民の皆様のなお一層のご支援、ご協力をよろしくお願い申し上げます。 

 

■本会の活動理念 

「誰もが安心して楽しく幸せにいきいきと暮らせるまち立川」の実現 

■４つの目指すまち 

１、住民が力を発揮し協働できるまち 

２、互いを尊重しともに生きるまち 

３、孤立なく支えあえるまち 

４、誰もが必要なサービスを利用できるまち 

■平成 23 年度の重点推進事項 

１、人と人とのつながりづくりの促進 

○市民活動センターたちかわを運営し、地域福祉コーディネーターを中心とした人と人とのつながりづくりや、

市民の主体的な学び、参加、活動による地域づくりを推進します。 

２、市民参画による権利擁護の推進 

○地域あんしんセンターたちかわを運営し、判断能力の低下などにより、日々の生活に何らかの不安を抱え
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ている市民の権利を、後見人サポーターの養成や第 3 者後見人等、市民参画を促進して擁護します。 

３、関係機関とのネットワークによる地域包括ケアの推進 

○「基幹型地域包括支援センター」を運営し、地域の福祉・保健・医療等の関係機関や各種団体とネットワ

ークを構築して、高齢者の地域包括ケアの推進を図ります。 

４、市民の生活安定化対策の強化 

○経済不況や雇用環境の悪化により職や住居の喪失や、離婚などによる生活不安を抱える市民が増加して

いるなか、就労支援や子の学費などを貸し付ける生活安定化対策を、ハローワークや東京都、立川市と連

携のもとに行います。 

５、障害者の地域生活支援の充実 

 ○障害者の就労支援や医療的ケアを必要とする障害者の日中活動を支援するため、新庁舎内の喫茶室や

生活介護事業所の充実を図ります。また、小、中学校の介助員派遣事業の受託などを通して、障害者福祉

サービスの充実を図ります。 

６ 地域におけるセーフティネット機能の充実と経営基盤の強化 

○社会福祉法人としての責務と介護保険事業や障害者自立支援事業を経営し、地域におけるセーフティネ

ット機能を発揮します。また、事業経営にあたっては、使命の実現に向け、法令の遵守と情報公開を徹底し、

健全な事業展開を図るとともに、経営基盤の強化を図ります。 
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Ⅰ 法人運営事業 

法人の健全経営や、地域福祉の担い手としてふさわしい事業を確実、効果的かつ適正に行うため、自律的な経営基盤の

強化を図るとともに、その提供する福祉サービスの向上ならびに事業経営の透明性の確保を果たし、次の事務事業を行いま

す。 

１．組織運営事業 

事業名等 内容 備考 

(1)理事会等の開催 ・地域福祉の担い手としてふさわしい事業を住民とともに

実施していくため、理事会等を中心として、法人運営の強

化を図ります 

■理事会の開催 

■評議員会の開催 

■三役（会長・副会長・常務理事）調整会議の開催 

(2)監査の実施 ・事業の健全経営や透明性を図るため、監事による監査

を実施します。 

◆法人運営については、役員として理

事 15 名、監事 2 名、諮問機関等として

評議員 31 名の市民が担っています。 

◆５月に理事、監事、評議員の改選を

行います。 

 

 
◆前期、後期の２回実施します。 

(3)苦情解決委員会

の開催 

・本会が提供する福祉サービスに係る利用者等からの苦

情の解決を図るため、苦情解決第委員会を開催します 

◆年２回開催します。 

(4)会員募集キャンペ

ーン 
・地域自治会等の協力を得て、会員募集を実施します。 

■７月をキャンペーン期間とします 

◆目標／9,000 会員。会費 5,510 千円

(5)会員制度のあり

方に関する検討会 
・「つながり」を意識した新たな会員制度の創設や、加入し

やすい仕組みづくりなどを検討します 

■委員 7 名（任期：H23.12.31 まで） 

◆毎月 1 回程度開催します。 

２．研修事業 

事業名等 内容 備考 

（1）役職員研修 ・組織の力を高めていくために役職員に対する研修を行

います 

■役員研修 

■職員研修 

○全体研修（年 2 回） 

（2）資格取得の奨励 ・業務に必要な資格取得を奨励するため、職員の資格取

得についての支援等を行います 

（3）専門図書等の購

入 

・社会福祉に関する情報収集等のため、福祉関係専門図

書等を購入します 

◆階層別研修等を実施します。 

 

 

 

 

３．連絡調整事業 

事業名等 内容 備考 

（1）関係機関とのネ

ットワーク 

・関係機関の主催する各種委員会へ役職員を派遣し、市

民の声を届けるとともにネットワーク化を図ります 

（2）民間助成等の情

報提供 

・関係団体への情報提供および申請があった場合の推薦

書などの交付を行います 
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（3）後援名義の使用

許可 

・関係団体が主催する社会福祉を目的とする各種事業等

の市民への周知のために後援等を行います 

４．普及・宣伝事業 

事業名等 内容 備考 

（1）「あいあい通信」

の発行 

・地域福祉に関する普及宣伝のため、市民参画の広報部

会を設置して「あいあい通信」の企画・編集を行います 

■タブロイド版 8 ページ  

（2）ホームページの

運営 

・ホームページにより、多様な市民への情報提供を強化し

ます。 

（3）感謝のつどい ・立川市内の地域福祉に貢献された方々に対して感謝の

意を表し、顕彰等を行います。 

■H24 年 3 月開催 

（4）パンフレット等の

発行 

・市民向けの社協紹介パンフレット「あいあいガイド」を発

行し、社協事業への理解を図ります。 

◆年 5 回・1 回 75,000 部発行します。 

◆その他、立川市の広報紙「広報たち

かわ」や一般紙、ミニコミ紙等への関係

記事掲載、ケーブルテレビや FM ラジオ

等との連携による普及宣伝活動を行い

ます。 

◆ホームページアクセス目標数24,000/

年 

５．人材育成 

事業名等 内容 備考 

（1）実習生の受け入

れ 

・社会福祉の専門家や看護師等をめざす学生等に、人材

育成の一環として実習の場を提供します。 

◆より効果的な実習となるよう、職員の

社会福祉士実習指導者講習の受講を

促進します。（毎年 2 名） 

 

Ⅱ 地域福祉事業 

第３次「立川あいあいプラン２１」の推進と評価を行う市民参画の委員会を設け、プランの推進を図ります。また、市民の生

活課題に対して、立川駅前にある伊勢丹立川店内の社協あいあいステーションで、専門相談事業などを行い、相談窓口を充

実させ、誰もが安心して楽しく幸せに暮らせるまちを築くよう、次の事務事業を行います。 

１．第３次「立川あいあいプラン２１」推進評価委員会 

事業名等 内容 備考 

(1)「立川あいあいプ

ラン２１」推進委員会 

・第 3 次「立川あいあいプラン２１」の推進と評価、進捗

管理等を任務とした市民参画の委員会にて、地域福祉

の推進を図ります。 

■委員：15 名 

◆立川市が策定した「第 2 次地域福祉計

画」の推進を兼務した委員会として開催し

ます。 

２．相談事業 

事業名等 内容 備考 

(1)専門相談事業 

 

 

・市民の多様化する生活課題に応えるため、関係機関

の協力を得ながら、総合福祉センターと社協あいあいス

テーションにて、専門相談事業を行います。 

◆社協あいあいステーションでの相談につ

いては、他の相談機関が休みのときに、市

民が相談を受けられるような体制とします。
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 ■総合福祉センター 

○アルコール相談（月 2 回）／当事者団体 

○ふれあい相談（月 2 回）／民生委員 

■社協あいあいステーション 

○ふれあい相談（月 2 回）／民生委員 

○法律相談（週 1 回）／司法書士・弁護士 

○税金相談（隔月 1 回）／税理士 

○年金相談（隔月 1 回）／社会保険労務士 

○高齢者福祉相談（隔月1回）／地域包括支援センター

○成年後見相談（月 1 回）／司法書士 

○相続相談（月 2 回）／相続アドバイザー 

○行政手続相談（月1 回）／行政書士 ※外国人の在留

資格・法人登記等、行政の諸手続に関する相談 

○福祉のしごと相談（月 1 回）／キャリア支援専門員 

 

※法律相談（司法書士）、成年後見相談は

土曜日に開催。法律相談（弁護士）、税金、

年金・労務相談は日曜日に開催。 

※「心のふれあい相談」⇒「ふれあい相談」

「高齢者在宅介護相談」⇒「高齢者福祉相

談」へ相談しやすい名称へ変更。 

※「ふれあい相談」は月 2 回は総合福祉セ

ンターにて、電話相談もできるようにしま

す。 

(2)相談員連絡会の

開催 

・心のふれあい相談員、アルコール相談員を中心に、ケ

ース検討や情報交換等を行う連絡会を開催します。 

◆年 2 回実施します。 

３．「社協あいあいステーション」運営事業 

事業名等 内容 備考 

(1)相談事業 ・多様な相談の初期対応窓口として、福祉や介護等に

関する相談を受付けます。 

※専門相談については前掲 

◆相談窓口とともに、社協の PR 窓口として

の活用を図っていきます。 

(2)ミニ手づくり教室

「あいのて」 

・高齢者の生きがいづくりの場として実施します。 

 

◆月 4 回実施します。 

(3)手づくりショップの

運営 

・市内および近隣の小規模作業所等の利用者や、シル

バー人材センターの会員が作成した手づくり品の販売

及び施設・団体の活動支援やネットワークづくりを目的

として運営します。 

◆目標売上：年間 2,000 千円 

（4）研修の実施 ・手づくり品ショップの品質向上のため、（株）三越伊勢

丹等との協働により、商品表示の仕方など研修活動を

行います。 

◆年 1 回実施します。 

(5)普及イベントの実

施 

・手づくり品ショップの PR 等のため、出展団体との協働

により、普及イベントを開催します。 

(6)書類等の預かり

業務 

・駅前という立地を活かして、会費・募金、ボランティア保

険の受付、書類の預かり業務等を行い市民の利便性の

向上を図ります。 

◆年 1 回開催します。 

４．緊急援護事業 

事業名等 内容 備考 

(1)緊急援護事業 ・一時的に生活が困窮になった方や生活保護費が支給

されるまでの間の生活費などの援護事業を実施しま

す。（上限 5,000 円） 

◆経済不況が続くなか、利用者が年々増

えているため、一定の基準を設けて支給し

ます。 
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５．助成事業 

事業名等 内容 備考 

(1)地域福祉活動費

助成 

・会員会費協力自治会および市内団体に対し、地域福

祉活動費の助成を行います。 

■自治会助成・・会費の 18%の金額を助成 

■団体助成 3 団体 

 

 

Ⅲ 市民活動センター事業 

市民活動を価値観・分野・形態で分断せずに、包括的に支援していく中間支援組織として、市民参画による運営委員会を

設置して「市民活動センターたちかわ」を運営し、「協働の推進」、「地域づくり」、「市民活動支援」の３つのキーワードに基づき、

以下の事務事業を行います。 

 

１．運営委員会によるセンター運営 

事業名等 内容 備考 

（1）運営委員会によ

る運営 

 市民参画による運営委員会を設置して、市民活動セン

ター事業の企画、推進、評価を行ないます。 

■運営委員会の開催 

■専門委員会の開催 

 ①課題解決実行委員会 

 ②団体支援委員会 

 ③事業推進委員会 

◆運営委員会は、市民20 名で構成され

年間４回開催、各専門委員会は、年間

10 回開催します。 

◆6 月に運営委員の改選を行います。 

２．キーワード１：「協働の推進」 

事業名等 内容 備考 

（1）市民と行政との

協働の推進 

 市民と行政の協働によるまちづくりを進めるために、協

働の仕組みづくりを支援します。 市民と行政の「協働」事

業や地域イベントなどに積極的に参画します。 

■たちかわ市民みらい会議との協力 

■たまがわ・みらいパーク企画運営委員会への協力 

■「楽市」実行委員会への参画 

■立川市総合防災訓練への参画 

■駅前放置自転車クリーンキャンペーンへの参画 

■立川市文化芸術のまちづくり協議会への参画 

◆立川市第 2 次・第 3 次基本計画策定

市民会議の OB 等を中心に組織される

たちかわ市民みらい会議の定例会など

と連携して、協働の仕組みづくりなどに

ついて研究します。 

◆市民と行政の協働で運営されてい

る、たまがわ・みらいパーク（旧多摩川

小学校）の活動に協力し、協働の推進

に寄与します。 

◆「楽市」実行委員会に参画し、「まち」

のにぎわい、市民活動団体の PR や財

源確保の場の提供に努めます。（参加

団体：30 団体） 

◆立川市総合防災訓練に参画し、災害

ボランティアの啓発を行います。 

◆誰もが社会に貢献できる活動として、

駅前放置自転車クリーンキャンペーンに

小学生や障害者の参加のコーディネー

トを行います。（参加者数：40 名） 
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◆市民の文化芸術活動を支援する文化

芸術のまちづくり協議会に参画しネット

ワーク構築に寄与します。 

◆協働事業の連絡・調整回数（20 回） 

（2）関係機関・団体と

の協働事業の実施

や支援 

・関係機関・団体と協働して地域課題の解決を図ります。 

■民生・児童委員協議会 

■地域包括支援センターとの連携 

○立川市地域ケア会議 

○立川市小地域ケア会議 

○相談センター連絡会 

○介護予防業務連絡会 

■立川市子ども支援ネットワーク 

■高齢者虐待防止ネットワーク 

■地域学習館運営協議会 

■多摩コミュニティビジネスネットワーク 

■タチカワコミュニティビジネスプロジェクト 

■障がいのある人もない人も暮らしやすい立川を考える

会 

■スポーツ祭東京 2013 立川市実行委員会 

■立川駅前滞留者対策推進協議会 

◆定例会等への参加を通して、関係機

関との連携を強化します。 

(定例会等への参加回数：180 回) 

（3）企業等との協働

事業の実施や企業

の社会貢献活動の

支援 

・関係団体や企業等と協働事業を実施して、地域福祉の

啓発、企業の社会貢献活動、市民のボランティア活動へ

の参加などの促進に寄与します。 

■ふれあいミュージックフェスティバル 

■立川商工会議所主催事業等（ウォーキングイベント等）

■企業の社会貢献活動の支援 

◆東京ガス多摩支店、国立音楽大学と

協働して、誰もが良質な音楽にふれる

機会を提供します。（来場者：1,100 名）

◆立川商工会議所と連携し、「まち」を

案内するボランティアの活動の場を創

出します。 

◆企業の社会貢献活動の相談とコーデ

ィネートを行います。（企業数：15 社） 

（4）各種企画委員会

やプログラムへのス

タッフ派遣 

・東京都社会福祉協議会等の各種委員会やプログラムに

スタッフを派遣し、他地区社会福祉協議会等と情報交換

を図り、センター事業に活かします。 

■ボランティア・市民活動センター長会議 

■北西ブロックボランティア担当者会議 

■事務局連絡会 

◆定例会議等へ派遣します。 

（5）小中学校介助員

事業の充実とコーデ

ィネート 

・市立小中学校の、通常の学級において学校生活に支援

が必要な子どもへの移動にかかわる介助を行う介助員

事業が円滑に進むようにコーディネートを行います。 

■市教育委員会、学校、事業者のコーディネートを行い、

協働事業を推進する。 

◆身体に障害のある児童・生徒が安心

して通学できるよう事業を実施します。

（対象校数：11 校） 
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３．キーワード２：「地域づくり」 

事業名等 内容 備考 

（1）地域福祉コーディ

ネーターの配置によ

る住民福祉活動の推

進 

・地域福祉コーディネーターは、住民からの相談対応、地

域課題の解決、住民の組織化、予防を重視した活動など

を地域包括支援センターや自治会、民生・児童委員協議

会、グッドネイバー運動推進団体等多様な市民との連携

により推進します。 

■各種相談の受付とコーディネート 

■住民グループの組織化の推進 

■定期的な広報誌の発行 

■地域での生活課題に対応した講座等の開催 

◆市内 2 地区に配置します。 

◆市民生活に関するあらゆる相談に対

応します。（相談受付件数：400 件） 

◆支えあいサロンや助けあいグループ

等の組織化を図ります（組織化数：10 ヵ

所） 

◆広報誌により地域福祉コーディネータ

ーの役割の浸透を図ります。（発行数：2

回・22,000 部／年） 

◆まちの課題を把握して、関係団体と講

座等を開催し、その解決を図っていきま

す。(開催数：2 回・40 名) 

（2）地域懇談会の開

催 

・地域懇談会を開催して、住民活動ネットワークを形成

し、専門機関や地域関係団体等との連携を促進、地域の

生活課題の解決を推進します。地域懇談会を充実させる

ことで、「福祉のまちづくりの場」を醸成します。 

■地域懇談会の拡充 

◆未開催地区での開催や、現開催地区

の充実を図ります。（参加者数：1,475

名） 

（3）グッドネイバー運

動推進団体、地域関

係団体との連携 

・小地域での学びあい、助け合い、支えあい活動などを行

なうグッドネイバー運動推進団体の支援を行ないます。同

団体の他、地域関係団体（自治会、老人クラブ等）と連携

して地域懇談会の実施や地域づくりに根ざした活動を行

ないます。 

■柴崎町、栄町、若葉町、西砂・一番町のグッドネイバー

運動推進団体の支援 

■グッドネイバー推進団体との協働事業の実施 

■地域関係団体との連携による福祉学習活動の開催 

◆グッドネイバー運動推進団体の活動

費の補助や定例会への参加などをとお

して、小地域福祉活動を推進します。 

◆グッドネイバー運動推進団体と地域

包括支援センターの連携を働きかけ、

介護予防などの推進を図ります。 

◆福祉学習活動の開催 

（参加者数：180 名） 

（4）住民グループの

組織化支援 

・高齢者や子育て中の親などが、家庭や地域の中で孤立

した生活を送ることがないよう、住民のたまり場、交流の

場としての支えあいサロン活動や、各種の見守り、たすけ

あい活動、居場所づくり等の組織化を支援します。 

■支えあいサロングループへの情報提供、活動費補助 

■たすけあい事業・グループの立ち上げ支援 

■地域の居場所づくりの支援 

■自助グループの組織化支援 

◆地域包括支援センターなどと連携し、

支えあいサロン活動を推進します。（サ

ロン登録団体数：80 ヵ所） 

�住民グループや自治会、老人クラブ等

による見守り活動、たすけあいグループ

の運営や立ち上げを支援します。（新規

立ち上げ数：4 ヵ所） 

�誰でも気軽に立寄れる「地域の居場

所づくり」を進めます。（2 ヶ所） 

�当事者の会や家族会等、地域におけ

る自助グループの組織化を支援しま

す。（組織化数：2 グループ） 

（5）学校を核とした市

民学習支援、地域づ

くり 

・市内の小中学校、高等学校の授業をとおして、児童・生

徒と地域住民が学びあい、交流しあう授業づくりのコーデ

ィネートを行い、児童・生徒が多様な価値観にふれ、心の

豊かな成長を促し、学校を核とした地域づくりに寄与しま

す。 

■総合学習の時間や中学生の職業体験、都立高校の

◆地域住民、ボランティア、市民活動団

体等の協力者と学校のかかわりがひろ

がるよう、コーディネートを行います。 

（支援校数：16 校・体験人数 6,500 名） 
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「奉仕体験活動」のコーディネートの実施 

(6)地域防災活動等

への住民参加の促

進とネットワークづく

りの推進 

・地域での防災・防犯に関する懇談会やまち歩き等を開

催し、ネットワークづくりを推進します。 

 防災地区事業や小学校を拠点とした町単位での地域防

災訓練等へ参画し、住民参加を促進します。 

■立川市災害ボランティアネット準備会との連携 

■懇談会、まち歩き等の開催 

■地域防災訓練への参画 

◆地域住民の参加を促進し、ネットワー

クをつくります。（開催数 6 回・参加者数

120 名） 

４．キーワード３：「市民活動支援」 

事業名等 内容 備考 

（1）市民活動に関す

る相談受付とコーデ

ィネート 

・ボランティア活動、ＮＰＯ活動などに関する相談を受付

け、市民のボランティア活動への参加や課題解決などを

図るコーディネートを行います。 

■窓口、電話、訪問、メール等による相談受付 

◆ボランティア活動、市民活動などに関

する相談を多様な方法で受付け、市民

の課題解決につなげます。（相談件数

年間：1,200 件） 

（2）市民活動参加支

援や啓発イベントの

開催 

 

 

・市民の誰もが気軽にボランティア活動、市民活動に関わ

れる、きっかけづくりを行います。参加につながる養成講

座と啓発イベントを実施します。市民活動団体の立ち上

げ相談等の支援も行います。 

■市民活動へ参加のきっかけになる講座の開催 

■地域での活動を啓発するシンポジウムの開催 

■市民活動の啓発イベントの開催 

■市民活動団体の立ち上げ支援 

◆市民活動団体の紹介、体験プログラ

ム等の開催 

◆楽市での啓発ブースの設置 

（参加者：200 名） 

◆市民活動団体の立ち上げ支援 

（支援数：10 団体） 

（3）おもしろボランテ

ィア大学の開催 

・多様な市民活動を行なう団体を講師に迎えたり、地域イ

ベントのスタッフとして参加したりして、市民活動に触れる

きっかけをつくると共にボランティア活動のきっかけづくり

や登録団体の活動紹介、その場に集まった参加者の学

びあいの機会を作ります。 

■「おもしろボランティア大学」の開催 

◆年間4回開催し、市民学習を推進しま

す。（参加者数：75 名） 

（4）ボランティア体験

プログラムの実施 

・福祉施設、児童館、保育園、環境団体等の市民活動団

体の協力を得て、市民のボランティア活動へのきっかけ

づくりを目的に体験プログラムを実施します。 

■「夏！体験ボランティア」(7～8 月)の実施 

◆中高年層の体験プログラムの開発も

検討します。（参加者：180 名、体験プロ

グラム数：100） 

 

(5)市民活動情報の

受発信機能強化 

・ボランティア活動情報誌を発行し、ボランティア活動への

参加を促進します。 

■ボランティア紹介冊子「小さな思いが大きな輪に」の発

行。 

・ボランティア・市民活動を行いたい市民が気軽に情報を

得ることが出来るよう、情報コーナーを整備します。 

■情報閲覧コーナーの整備 

■図書の整備 

・ボランティア活動、市民活動などに関する情報を基本と

した通信を毎月発行し、市民活動の推進を図ります。同

◆「ボランティア紹介冊子」発行数は

140 部を予定。同内容をホームページ

に掲載することで冊子での発行は最低

限とします。 

◆市民が市民活動などに関する多様な

情報を気軽に手に取ることが出来るよう

にします。（掲示数：1,500 件） 

◆図書の貸出（貸出件数：60 冊） 

◆毎月１回 5,300 部発行します。なお、

社協あいあい通信発行月については、
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通信に掲載した情報等をメールマガジンとして配信しま

す。また、小中学生と保護者を対象にした通信を、市立小

中学校の全世帯へ配布し、これからの地域活動の中核を

担っていく世代へ情報を提供します。 

■市民活動センター★たちかわ通信の発行 

■市民活動センター・メールマガジンの発行 

その通信に掲載します。 

◆小中学校向けに特別号を作成し、1

回 13,000 部を年 3 回発行します。 

（総発行部数：76,100 部） 

 

（6）団体登録の促進 ・市民活動センターへの団体登録を促進し、多様な団体

の活動を紹介する登録紹介冊子を発行します。登録団体

には学習等供用施設を無料で利用できる等のメリットが

あります。市民等に広く団体の活動が紹介されることで、

市民参加を促し、市民活動の活性化を図ります。 

■団体登録の促進 

■市民活動センター登録団体紹介冊子の発行 

◆登録することのメリットを周知し団体

登録を促進します。（登録団体数：160

団体） 

 

(7)市民活動向け講

座・研修会等の開催 

・ＮＰＯ法人格を取得して市民活動を行いたい市民を対象

にガイダンスを実施して市民活動の活性化を図ります 

NPO■ 法人設立ガイダンスの開催 

・ＮＰＯ法人を目指す団体の運営に欠かせない会計、税

務、労務といった実務に関する講座を開催し、団体運営

の基盤構築に寄与します 

■「会計」、「税務」、「労務」に関する市民活動団体向け

実務講座の開催 

市民活動団体が目的達成や地域社会の課題解決力を

つけるために講座を開催し、市民活動団体の運営の充実

を図ります。 

■目標管理や会議の運営、広報力アップなど、NPO 団体

の課題に応じたマネジメント講座の開催 

◆ＮＰＯ法の解説やＮＰＯ化の意義、申

請手続きなどを伝えるガイダンスを年間

3 回開催します。（参加者：30 名） 

◆税理士や社会保険労務士といった専

門職を招いた連続講座を開催します。

（参加者：30 名） 

 

 

◆市民活動団体の課題を探り、課題解

決に有効な講座を年間 1 回開催しま

す。（参加者数：40 名） 

（8）市民活動団体の

相互交流の推進 

 

・市民活動団体間やサロン間の出会いや情報交換、協

働、ネットワークの強化による団体の課題解決などを目

的に連絡会を開催します。 

■サロン等連絡会の開催 

◆年間 2 回開催します。（参加団体：20

団体） 

（9）市民活動団体助

成事業の実施 

・市民活動団体の立ち上げ資金や、事業資金を助成して

市民活動団体の活動の安定・充実を図ります。 

■市民活動団体助成事業の実施 

◆年間１回（4 月）申請を受付け、審査

会を実施します。（助成団体数：32 団

体） 

（10）事務機器などの

貸出機材の整備 

・市民活動団体の円滑な会議運営、事務の効率化などを

図るために、事務機器などを整備し、貸出しを行ないま

す。 

■印刷機、PC、拡大コピー機、紙折り機などの貸出し 

■ボランティアルームの貸出し 

◆多様な事務機器、車椅子、図書、備

品、スペースの貸出しを行ないます。 

（活用団体：800 団体） 

（11）ボランティア保

険の加入受付 

・ボランティア活動中の万一に備えた、ボランティア保険、

行事保険の加入を受付け、安心してボランティア活動が

できるよう支援します。 

■ボランティア保険、行事保険の加入受付の促進 

◆年間を通したボランティア保険、イベ

ントごとの行事保険の加入を促進しま

す。（ボランティア保険加入者数：3,000

名） 
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Ⅳ 生活福祉資金貸付事業●東社協受託事業 

他機関からの借り入れが困難な低所得世帯等を対象に、世帯の経済的自立を目的として、民生委員と連携を取りながら、

生活福祉資金等の貸付事業を行います。 

１．生活福祉資金等貸付事業 

事業名等 内容 備考 

(1)生活福祉資金 ・更生資金、福祉資金、住宅資金、修学資金、療養・介護

資金、災害援護資金の 6 項目について、貸付を行うととも

に、利用している方への償還事務を行います。 

(2)緊急小口資金 ・低所得世帯で、緊急的かつ一時的に生計の維持が困難

になった場合、10 万円までの資金の貸付を行います。 

(3)不動産担保型生

活支援資金 

・現在居住している自己所有の不動産に、将来にわたっ

て住み続けることを希望する高齢者世帯に対し、その不

動産を担保として生活資金の貸付を行います。 

(4)要保護世帯向け

不動産担保型生活

支援資金 

・不動産を所有する要保護状態の高齢者世帯に対し、不

動産を担保に生活資金の貸付を行い、世帯の自立支援

や、生活保護制度の適正化を図ります。 

(5)総合支援資金 ・住宅手当、臨時特例つなぎ資金とあわせ、第 2 のセーフ

ティネットの一環として、離職者（減収者含む）に対して生

活支援を行います。 

(6)臨時特例つなぎ

資金 

・生活保護や住宅手当などの受給が決定している方に対

して、手当等の給付までの間の生活費について貸付を行

います。 

◆市生活福祉課等、他機関と連携して

事業を行います。 

◆住宅手当緊急特別措置事業等、他の

制度とあわせた総合的な支援を行いま

す。 

２．研修事業等 

事業名等 内容 備考 

(1)生活福祉資金調

査委員会 

・生活福祉資金の貸付や償還猶予、利子免除などを審査

する委員会を必要に応じて開催します。 

■委員 10 名 

(2)民生委員研修 ・民生委員を対象に、制度を取り巻く新たな流れについて

の講演やケース検討などを行い、利用者の生活支援に

寄与できるよう研修を実施します。（年 1 回） 

◆各種制度の後方支援体制の充実を

図っていきます。 
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Ⅴ 地域包括支援センター事業●立川市受託事業  

地域包括支援センターは、地域ケアにおける総合的な相談対応、マネジメントを担う中核機関として、社会福祉士、保健師・

看護師、主任介護支援専門員といった専門職を配置し、地域に総合的・重層的なサービスネットワークを構築することを基盤と

して、以下の 4 つの業務を行います。 

 

①「総合相談・支援機能」 

地域の高齢者の実態把握や総合相談対応・支援、関係機関とのネットワーク形成などを行います。 

②「権利擁護事業」 

立川市福祉保健部や社協地域あんしんセンターをはじめとした地域の権利擁護関係機関との連携のもと、１)高齢者虐待

防止への対応、２)措置制度の活用、３)成年後見制度の利用支援、４)困難事例への対応、５)消費者被害の予防・対応、の

業務を推進します。 

③「包括的・継続的ケアマネジメント支援」 

地域の多様な社会資源を活用したケアマネジメント体制の構築支援・横の連絡体制の整備、困難事例等に関する介護支

援専門員への支援体制の構築を行います。 

④「介護予防ケアマネジメント」 

要支援者への予防給付のマネジメント、地域支援事業における介護予防の取り組み、地域の予防の取り組み支援を行い

ます。 

 
本会は、地域住民、立川市行政、関係機関・団体との連携に基づき、地域ケアの中核となる基幹的役割の地域包括支援セン

ターを運営し、地域包括支援を進めていきます。また、市内６生活圏域に設置されている６ヶ所の地域包括支援センター、及び

ブランチ機能を果たす福祉相談センターのネットワークの中心となる基幹センターとして、地域における地域包括支援センター

活動の支援、及び地域の介護保険サービス事業者・介護支援専門員間のネットワーク形成、活動支援を立川市や関係機関と

の連携のもとに進め、地域ケア体制の構築を推進していきます。また、社会福祉協議会の各部署と連携し、立川市における地

域福祉の推進、住民主体の福祉コミュニティづくりを進めます。 

１．地域包括支援センター事業 

事業名等 内容 備考 

(1)総合相談支援事   

 業 

・市民や関係機関・団体とネットワークを形成し、地域の

実態把握を行い、市民のニーズに対する総合相談支援

を実施します。 

■総合福祉センターにおける総合相談実施 

■介護保険の相談対応・申請代行 

■介護予防・生活支援事業の相談対応・申請代行 

■介護サービスについての苦情対応 

■訪問相談対応の随時実施 

■担当生活圏域(富士見町・柴崎町)の実態把握業務 

(５４０件) 

■小地域ケア会議の開催(年間６回) 

■地域におけるボランティア活動・市民活動とのネットワ

ーク構築 

■高齢者見守りネットワークの推進 

◆民生委員活動との連携による相談支

援を行います。 

 
◆地域のボランティア活動や市民活動

との連携のために、地域包括支援セン

ター６ヶ所と社協の小地域福祉活動・市

民活動センターたちかわとの連携・推

進を継続して進めます。 

 
◆窓口での相談支援、訪問しての相談

支援等、相談者の置かれた状況に応じ

た丁寧な相談対応を進めます。 

 

12 



(2)権利擁護業務 ・市福祉保健部、及び地域の権利擁護業務や成年後見

制度推進における中核である「地域あんしんセンターた

ちかわ」との連携のもとに、各地域包括支援センターが

地域の一時窓口として住民のニーズを把握し、市民の問

題解決、支援に取り組んでいきます。また、地域包括支

援センター・福祉相談センターの社会福祉士、あんしんセ

ンターたちかわ職員、市高齢福祉課職員担当職員、弁護

士による「権利擁護業務連絡会」を定期開催し、権利擁

護業務にかかる情報交換・共通対応の推進、事例検討

を進めます。 

■地域あんしんセンターたちかわとの連携による市民の

権利擁護の推進・成年後見制度利用支援 

■高齢者虐待防止・養護者への支援 

■老人福祉施設への措置制度の活用 

■困難事例への対応 

■消費者被害の防止 

◆関係機関間の連携強化の為に、定

期的にセンター社会福祉士、社協あん

しんセンター職員、行政職員による「権

利擁護業務連絡会」を開催し、情報交

換・共通対応を促進します。 

 

◆高齢者虐待対応・養護者支援の取り

組みについて、「立川市高齢者虐待対

応マニュアル」に基づいた対応推進、及

び共同して開発した帳票に基づいた共

通対応を推進します。 

 

◆関係機関と連携して、高齢者の権利

擁護に関する地域への啓発を推進しま

す。 

(3)包括的・継続的ケ

アマネジメント支援 

・包括的・継続的ケア体制の構築 

施設・在宅を通じた地域における包括的・継続的なケ

アを実施するため、医療機関を含めた関係機関との連携

体制を構築し、地域の介護支援専門員と関係機関の連

携を支援します。 

■医療・保健・福祉の連携体制の構築 

■地域における介護支援専門員・介護サービス事業者

のネットワークの構築 

■小地域ケア会議の開催 

■日常的個別指導・相談対応 

■支援困難事例等への指導・助言 

◆介護支援専門員連絡会、研修会、小

地域ケア会議などの場を活用して、介

護支援専門員間の横の連絡体制を強

化します。 

 
◆地域包括支援センターの主任介護支

援専門員による「ケアマネジメント支援

業務連絡会議」を開催し、共通対応に

よる介護支援専門員へのサポート体制

を強化します。 

◆市内医療機関と地域ケア関係者との

連携を促進します。 

(4)介護予防ケアマネ

ジメント業務 

・地域における要介護予防の取り組みの推進(地域住 

民・団体との協働による介護予防の取り組み促進) 

・市健康推進課と協働した二次予防対象高齢者の把握、

及び予防事業に関するケアマネジメント業務 

■二次予防高齢者への情報提供と予防ケアマネジメント

の実施 

■要支援認定者(要支援１・２)の予防給付に関するケア 

マネジメント業務 

■要支援１・２認定者への相談対応と予防ケアマネジメ 

ントの実施 

■介護予防教室・家族介護教室の開催(年間 5 回予定) 

■介護予防に関する知識普及や家族介護者の負担軽減

を目的として、身近な地域での介護予防教室、家族介護

教室、介護者の集いを実施します。 

・地域包括支援センター「介護予防業務連絡会」のなか

で、地域の関係機関・団体と連携した健康推進・介護予

防活動のリスト化を進め、地域の皆さんが参加する場づ

くりを進めます。 

◆地域包括支援センターの保健師・看

護師を中心とした「介護予防業務連絡

会」を開催し、地域での予防推進の共

通化を進めます。 

 

◆要支援 1・2 認定者が増加しており、

職員一人当たりの予防プラン数が年々

増加しています。予防プラン作成に対

応する人員体制整備が全市的な課題と

なります。 

◆地域住民向けの予防教室、家族介

護者教室は、6 ヵ所の地域包括支援セ

ンター、3 ヵ所の福祉相談センターが年

間計画を立てて、市内全域で取り組み

ます。互いのセンター間の情報交換を

進め、効果的な実施を図ります。 

※特に課題となっている男性介護者へ

の情報の周知や男性介護者向けの企

画・実施を継続して進めます。 
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２．基幹型地域包括支援センターとしての取り組み(市内全域) 

事業名等 内容 備考 

(1)地域ケア会議の

実施 

・地域ケア会議の実施 

毎月第３木曜日の定例開催。市内地域包括支援センタ

ー６ヶ所、福祉相談センター３ヶ所、市高齢福祉課、介護

保険課、健康推進課、多摩立川保健所、消費生活センタ

ー、地域あんしんセンターたちかわ、市民活動センター、

シルバー人材センター、市内病院相談室・地域連携室が

参加して地域ケアについての情報交換、意見交換を実

施。基幹センターとして企画、開催、進行を担当します。 

・センター間の業務の平準化を図るとともに、関係機関間

のネットワーク構築、情報交換を促進していきます。 

◆地域包括ケアの基盤をつくるため、市

内病院、保健所からの情報提供・意見

交換も実施します。 

 
◆社協あんしんセンター・市民活動セン

ターも参加し、地域包括支援センターと

の連携を進めています。 

 
◆地域の新規開設事業、NPO・ボランテ

ィア活動の情報の周知を進めています。

(2)地域包括支援セ

ンター・権利擁護業

務連絡会 

・権利擁護業務連絡会の実施 

地域包括支援センター・福祉相談センターの社会福祉

士、地域あんしんセンターたちかわ担当職員、市高齢福

祉課担当職員、弁護士による「権利擁護業務連絡会」を２

ヶ月に１回定期開催し、高齢者虐待防止法、成年後見制

度利用支援、困難事例への対応などの情報交換・事例検

討を行い、地域包括支援センターの権利擁護業務の円滑

な推進の為の基盤整備を進めます。（年６回開催予定） 

その他、緊急対応が必要なケースが出た場合は連絡会を

随時開催します。 

・虐待防止の普及･啓発 

地域の高齢者虐待防止・養護者への支援をテーマとし

た普及啓発、関係者への研修を行います。また、関係機

関による拡大ネットワークの構築については、市高齢福

祉課、あんしんセンターたちかわとの共同のもとに推進し

ます。 

◆センター職員の高齢者虐待防止法、

成年後見制度などの共通対応を促進し

ます。 

 
◆「立川市高齢者虐待対応マニュアル」

を平成 20 年度から施行しています。虐

待対応に必要な立川市、地域包括支援

センター、関係者の連携と対応の流れを

確認し、必要となる帳票類の整備を進め

ます。 

 

◆支援困難事例への対応方法の検討を

行います。 

 

(3)地域包括支援セ

ンター・介護予防業

務連絡会 

・介護予防業務連絡会 

市健康推進課保健師、市高齢福祉課担当職員、地域

包括支援センターの看護師、市民活動センターたちかわ

担当職員、オブザーバー参加の都老人総合研究所職員

による「介護予防業務連絡会」を定期開催し、二次予防対

象者への予防施策、地域での予防の知識の普及・啓発、

地域団体との協働などの情報交換・事例検討を行い、地

域包括支援センターの予防業務の円滑な推進を図りま

す。その他、地域包括支援センターの介護予防教室、介

護者支援についてのセンター間情報交換・共同対応を推

進します（年 6 回）。 

◆２次予防対象高齢者への対応、予防

マネジメントの方法の検討、センター間

の共通理解の促進のほか、市民活動セ

ンターなどとの連携による地域住民活動

との連携、社会資源開発を進めます。 

 

◆介護者の集い等の介護者支援の方

策を検討し、推進していきます。 

14 



(4)地域包括支援セ

ンター・ケアマネジメ

ント支援業務連絡

会 

・ケアマネジメント支援業務連絡会の実施 

地域包括支援センターの主任介護支援専門員、地域あ

んしんセンターたちかわ担当職員、市高齢福祉課担当職

員による「ケアマネジメント支援業務連絡会」を定期開催

し、地域包括支援センターの主任介護支援専門員を中心

とした包括的・継続的ケアマネジメント支援業務について

の情報交換・事例検討を行います。地域包括支援センタ

ーのケアマネジメント支援業務の円滑な推進の為の基盤

整備を進めます（年 6 回）。 

◆地域包括支援センターの介護支援専

門員に対するサポート機能の向上、ケア

マネジメントの地域基盤の整備を進めま

す。 

◆地域包括ケアのための関係機関との

連携促進を進めます。 

◆ショートステイ施設、グループホーム

等との連携を進め、ケアマネジメントの

基盤づくりを行います 

(5)介護支援専門員

への支援 

・立川市介護支援専門員研修会の実施(年５回) 

地域の介護支援専門員のケアマネジメントの質の向上

を目的として、新任研修、現任研修のレベル別の研修プ

ログラムを実施します。平成２３年度は、地域包括ケアの

基盤形成のため、地域の医療機関の協力を得て、在宅療

養の基礎知識の取得を目的とした研修プログラムを実施

します。また相談援助面接等のソーシャルワーク実践の

基礎知識の習得も目指します。 

 
・立川市介護支援専門員連絡会（年 4 回） 

地域包括支援センター６ヶ所の主任介護支援専門員、

及び６生活圏域から選出された介護支援専門員による連

絡会幹事会を組織し、連絡会における企画、実施、運営

を行います。行政からの情報伝達、及びグループ討議を

中心に介護支援専門員間の横の連携体制構築を行いま

す。 

 
・東京都介護支援専門員研究協議会地域ブロック会への

参加協力 

 

・福祉用具・住環境相談 

介護支援専門員からの相談に対応し、理学療法士を利

用者の自宅に派遣し、福祉用具の適用や活用、在宅生活

継続に向けた住環境整備についてのアドバイスを実施し

ます。 

 

◆介護支援専門員のケアマネジメントの

基礎となる知識・技術・価値の習得と地

域実践の課題に即した研修プログラム

を設定します。 

 

 

 

 

 
◆幹事会の場を通し、現場の課題を把

握して協働した取り組みを進めていきま

す。また地域包括支援センターと地域の

介護支援専門員の連携を進めていきま

す。 

 

 

 
※都内他地区の連絡会との情報交換を

進めます。 
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(6) 介 護 保 険 事 業

者・地域ケア関係者

への支援 

・地域福祉市民フォーラムの開催 

地域福祉の推進を目的として、市民参加で地域ケアの

課題について情報交換を行う「地域福祉市民フォーラム」

を開催します。立川市、地域包括支援センター・福祉相談

センター、社会福祉協議会の共催事業として、関係者間

の連携を図りながら、市民の皆さんが地域福祉について

考えていく機会としていきます。 

 

・立川市訪問介護事業者連絡会（年 2 回） 

在宅ケアの中心的なサービスである訪問介護事業者

の管理者・サービス提供責任者を対象とした連絡会を開

催し、立川市からの情報提供、グループ討議等を活用し

た互いの情報交換の促進、先進事例の紹介、外部講師を

招いての研修会を実施します。 

※別途、サービス提供責任者の懇談会を開催。 

 

・立川市通所介護・リハビリテーション事業者連絡会 

（年 2 回） 

在宅ケア、介護予防等で中心的な役割を果たす通所系

サービスの実務担当者を対象とした連絡会を開催し、立

川市からの情報提供、グループ討議を活用した互いの情

報交換の促進、予防プログラム等の先進的な取り組みの

紹介、外部講師を招いての研修会を実施します。 

 

・立川市介護施設連絡会（年 1 回） 

市内介護施設の相談員や介護支援専門員の横の連携

体制を構築することを目標とします。また高齢者虐待防止

に関する各施設の取り組みや地域連携の取り組みに関

する情報交換を進めます。 

 

・立川市認知症対応型グループホーム連絡会 

地域密着サービスである市内認知症対応型グループ 

ホームの情報交換を目的として開催します。市介護保険 

課、高齢福祉課、地域包括支援センターの連携により、開

催します。 

 

・その他、制度改正の動向を把握しながら、随時必要とな

る事業者連絡会を企画・実施します。 

 
・FAX 等を使用して市内の社会資源新規情報、制度改定

等に関するサービス事業者への情報の周知を図ります。 

◆市民参加によるフォーラムとして、地

域住民やケア関係者が地域福祉推進や

今後の取り組み課題について意見交換

する場として毎年開催しています。 

 

 

 

 

◆訪問介護事業者による幹事会を結成

し、連絡会の企画内容の検討を進めて

います。 

 

 

 

 

 

◆通所介護・リハビリテーション事業所

による市内幹事会を結成し、連絡会内

容の企画の検討を進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(8)高齢者等見守り

ネットワーク相談協

力員全体研修 

 

・立川市高齢者等見守りネットワークの相談協力員および

地域包括支援センター・福祉相談センターの職員を対象

とした全体研修会を企画・実施します。 

 
・関係機関と協力して、地域における見守り活動や支え合

い活動の普及促進についての啓発を進めていきます。 

◆見守りネットワーク事業の相談協力員

の全体研修の場として実施。 

◆担当生活圏域内の協力員懇談会も併

せて実施します。 

◆「ちょこっとボランティア」の登録者へ

の研修としても企画実施します。 
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（９）認知症サポータ

ー養成研修 

 

 

・認知症についての理解を深め、地域で支え手となる「認

知症サポーター」の養成を地域の関係団体の協力のもと

進めていきます。 

◆地域の自治会や老人会、地域グルー

プとの協力のもと、サポーター養成を順

次進めていきます 

(10) 東京都社会福

祉協議会センター

部会 

・東京都社会福祉協議会センター部会へ参加・協力し、地

域包括支援センター事業にかかる情報交換・ブロック活動

等を推進します。 

 

 

(11) 各種連携会議

への参加 

・第一地区民協への参加と情報交換 

・担当圏域内の認知症対応型グループホーム運営推進

会議への参加協力 

・東京都多摩立川保健所等の関係機関が主催する会議・

委員会に職員を派遣し、ネットワーク形成を進めます。 

 

 

(12)福祉用具展示・

情報提供 

 

・総合福祉センター１階の福祉用具展示・情報提供コー 

ナーを活用した市民・利用者への相談対応を行います(随

時)。 

・介護支援専門員・介護サービス事業者・市民を対象とし

た福祉用具・福祉住環境に関する相談対応、情報提供を

実施します。 

・市民向けに短期の車いすの貸し出し事業を実施します。

◆福祉用具展示場は、来所相談者への

福祉用具説明のほか、社会福祉士養成

実習、小学生等の福祉教育用としても使

われています。 

 

 
◆短期車いす貸し出し事業は、急病時

等への対応として、高齢者のみではな

く、さまざまな年代の市民に利用されて

います。 

 

 

Ⅵ 市受託事業 

 立川市からの委託を受け、高齢者や障害者等を対象にサービスを提供します。 

１．機械入浴事業 

事業名等 内容 備考 

機械入浴事業 

 

・自宅での入浴が困難な、在宅の寝たきり高齢者や障害

者を対象に、総合福祉センターにおいて定期的に機械入

浴による介護等サービスを提供します 

◆利用者宅と施設の間は特殊寝台車に

より送迎します。 

◆移乗介護等の介護技術の研鑽に努め

ます。 

◆会議実施記録の管理と緊急時対応マ

ニュアルの整備をしていきます。 

◆一日の利用者を最大 8 名まで受入れ

られるようにしていきます。 

２．難病患者等ホームヘルプサービス 

事業名等 内容 備考 

難病患者等ホームヘ

ルプサービス 

・難病患者等が居宅において日常生活を営むことができ

るように家事、介護を提供するホームヘルパーを派遣し

ます 

◆市内の難病認定者が非常に少ないの

で、現状の派遣を維持し利用者の状態

安定を図ります。 
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Ⅶ 福祉作業所事業 

企業就労が困難な心身障害者が通所し、授産作業等を通して収入を得ることで自立した生活を支援するために、福祉作

業所を運営します。また、各作業所では、それぞれの地域性をいかして、地域住民や団体との連携により地域交流活動を行

います。なお、本年度は、自立支援法移行最終期限となるため、立川市と意見交換を深めながら移行準備を進めていきま

す。 

■栄福祉作業所 

１．授産事業 

事業名等 内容 備考 

(1)授産作業 ・授産作業を通じて、自立生活を支援します。 

■付録の袋詰め、岩塩袋詰め、箱組み立て、ポスティン

グ(チラシ配り)、公園花壇管理(市委託作業) 

◆新規作業の開拓をしていき利用者

個々の適正に応じた作業の確保をめざ

します。 

(2)手づくり品 ・手作り品を作製し、工賃収入の向上等を図ります。 

■手づくりビーズ商品(ネックレス、ブレスレット、他) 

■自家栽培ミント製品（しあわせフクロウ等） 

◆お客さまが「買いたい」と思う商品をリ

サーチし、製作に取り組んでいきます。 

 

２．レクリエーション活動の実施 

事業名等 内容 備考 

(1) 工場見学 

 

・工場見学を行い、そこで働いている人の様子を見ること

で「働く」ということを意識してもらい、就労意欲を引き出す

よう支援します。 

◆年 2 回実施します。 

(2) 季節の行事 ・作業だけでは感じられない季節感を得るために、季節行

事を実施します。 

■４月１日 開所式（家族参加行事） 

■８月初旬 流しソーメン(作業所内開催 家族参加行事)

■１２月２２日 クリスマス会(外出) 

■１２月２８日 年末食事会(作業所内) 

■１月４日  新年会 

■2 月初旬 ボウリング大会＆外食 

◆多様な行事を実施します。 

(3)バーベキュー大

会 

・野外での調理を楽しみ、リフレッシュを図るためにバー

ベキューを行います。 

 

◆7 月上旬に昭和記念公園で実施しま

す。 

（4）カラオケ ・カラオケを実施することで、利用者のリフレッシュを図り

ます。 

◆さかえ会館で行います。 

３．ボランティア・実習生の受けれ 

事業名等 内容 備考 

(1)ボランティア ・夏の体験ボランティアや年間を通して、作業ボランティア

の受け入れを行います。また、高次脳機能障害の方の社

会復帰準備や、高齢者の生きがい等を目的とするボラン

ティア活動も受け入れていきます。 

◆市民の積極的な受入を行います。 

(2)社会福祉関係資

格実習生の受入 

・社会福祉士資格取得等を目指す大学生等の実習を受

け入れます。 
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(3)特別支援学校実

習生受入 

・当事業所の利用希望する方を中心に、特別支援学校実

習生を受け入れます 

◆実習を通して将来の進路に役立てて

いただきます。 

（4）体験ボランティア

の受入 

・立川ろう学校中学部のボランティア体験を受け入れま

す。（年 3 回） 

◆ろう学校学生、作業所利用者の双方

が、さまざまな障害の方に触れあう機会

となります。 

◆言語以外のコミュニケーション（手話

等）を利用者が体験できる機会となりま

す。 

（５）体験学習の受入 ・市内中学校の職場体験学習の受入を行います。 

 

◆作業所において、障害当事者と作業

を中心とした交流を図ることにより、障

害への理解を深めます。また、職業とし

て作業所支援員の役割を理解できるよ

う体験していただきます。 

４．地域自治会等との交流 

事業名等 内容 備考 

(1)栄作業所夏まつり ・自治会、グットネイバー、子ども会等地域の方々の協力

により「夏まつり」開催します。 

◆7 月下旬に行い、地域の方と利用者と

の「顔が見える関係づくり」を目指しま

す。また、利用者が多くの経験をするこ

とにより社会経験の向上を図ります。 

■富士見福祉作業所 

１．授産事業 

事業名等 内容 備考 

(1)民間企業からの

授産作業 

・授産作業を通じて、自立生活を支援します。 

■付録の袋詰め、お菓子の箱の組立、ポスティング(チラ

シ配り)、ＤＭ封入作業他 

◆新規作業の開拓をしていき、利用者

個々の適正に応じた作業の確保を引続

きおこない工賃の安定をめざします。 

 

２．レクリエーション活動の実施 

事業名等 内容 備考 

(1)一日外出 

 

・自己決定力の向上を図ることや、公共交通機関を利用

し、社会性を身につけることを目的に、一日外出を行いま

す。 

◆年 3 回実施します。（5 月、11 月、3

月） 

(2)季節の行事 

 

 

・作業だけでは感じられない季節感を得るために、季節行

事を実施します。 

■お花見  ４月 

■プール活動  ８月  

■クリスマス会 １２月下旬  

■忘年会  １２月仕事納め 

■新年会     １月上旬 

◆多様な行事を実施します。 

（3）調理 

 

・利用者でメニューを決めることで自己決定力の向上を図

ることなどを目的に実施します。 

■毎週木曜日実施。 

◆年 2 回は外食を行います。 
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３．ボランティア・実習生の受け入れ 

事業名等 内容 備考 

(1)ボランティア ・夏の体験ボランティアや年間を通して、作業ボランティア

の受け入れを行います。また、高次脳機能障害の方の社

会復帰準備や、高齢者の生きがい等を目的とするボラン

ティア活動も受け入れていきます。 

◆他係と連携し受け入れの環境を整え

ていきます。 

◆地域のボランティアの受け入れを行

い、市民と利用者との交流の場をつくっ

ていきます。 

◆他の施設で受け入れ困難な方を受入

れていき生きがいを得る場をつくってい

きます。 

(2)社会福祉関係資

格実習生の受入 

・社会福祉士資格取得等を目指す大学生等の実習を受

け入れます。 

 

(3)特別支援学校実

習生受入 

・当事業所の利用希望する方を中心に、特別支援学校実

習生を受け入れます 

◆実習を通して将来の進路に役立てて

いただきます。 

４．地域自治会等との交流 

事業名等 内容 備考 

(1)地域老人会との

交流 

・地域の方と利用者との「顔が見える関係づくり」を目指し

ますとともに、利用者の社会経験の充実を図ります。 

■ゲートボール･･･毎週金曜日、自治会内公園で実施し

ます。 

■切手きり･･･毎月第４火曜日にサロンの場として作業所

にて合同で実施します。 

■公園清掃・・・毎月第１，３火曜日、自治会内公園の清

掃のお手伝いします。 

(2)地域自治会との

交流 

・利用者の地域性活力を向上するために地域自治会との

交流を図ります。 

■流しそうめん･･･７月上旬 富士見作業所前にて実施予

定（招待：あすなろ会（老人会）、地域住民） 

■もちつき・・・2 月中旬 富士見作業所前にて実施予定

（招待：あすなろ会（老人会）、地域住民） 

◆ゲートボールについては、9 月上旬に

市民大会への参加を予定しています。 

 

 

 

 

 

 
◆地元の自治会に継続して加入しま

す。 

 
５．喫茶コーナー「はぁもにぃ♪」の運営 

新庁舎での喫茶コーナーを立川市福祉施設交流連絡会等との連携によって運営し、「福祉的就労」から「一般就労」に向けて

の支援を行います。 
事業名等 内容 備考 

(1)メニューの充実 ・「うどピラフ」の導入など、今後も市内の農家や業者と連

携をして、喫茶のコンセプト「立川産」のこだわったメニュ

ーを開発していきます。 

◆お客様のご要望をリサーチしながら、

市庁舎という環境の中、どのような飲食

物を提供したら良いかを検討しながら、メ

ニューを充実させていきます。 

(2)就労に向けた取

り組み 

・喫茶という作業種目を活かし、就労へ向けたトレーニン

グを実施していきます。接客することによる挨拶、言葉遣

い、身なり等の獲得や日常業務の中で連絡、報告、相談

等、社会人としての基礎を学ぶよう意識し取り組んでいき

ます。 

◆ビジネスマナーの向上のため、積極的

に勉強会を開催します。 
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(3)企業見学会の実

施 

・障害者を雇用している企業や特例子会社への見学会を

企画、実施していきます。 

 

 

(4)就労機関との連

携 

・立川市就労支援事業、ハローワーク等の就労支援機関

と連携をとりながら事業を進めていきます。 

 

 

(5)手づくり作品販売 ・立川市福祉施設交流連絡会で希望する施設の手づくり

作品販売を行います。 

◆平成 22 年 11 月２３～28 日に、はぁも

にぃに隣接する市民交流スペースにて

障害者施設のパネル展を開催。イベント

期間中にて試験的に販売を実施し、概ね

好評でした。 

(6)市内特産品の販

売 

・立川市産業振興課、立川市商工会議所と連携をして、

市内業者が作成した特産品販売を行います。 

◆今年度より実施予定です。 

 

■栄・富士見作業所共通の事業 

１．レクリエーション等 

事業名等 内容 備考 

(1)遠足 ■６月予定 

(2)宿泊事業 

（2 泊 3 日） 

■９月２０日～２２日 予定 

◆利用者で行く場所や行程を決めること

で自己決定力の向上を図るとともに社会

経験の場を提供していきます。 

(3)立川市心身障害

者スポーツ大会 

■１０月２日（日） ◆実行委員会に参加。立川市内のさま

ざまな障害がある方や市民とのふれあ

いを目的に開催しています。 

２．研修・その他 

 

事業名等 内容 備考 

(1)立川市内福祉施

設交流連絡会 

・立川市内の福祉施設が連携し、情報を共有することに

より各施設利用者へのサービス等事業の充実を図ること

を目的に連絡会を開催します。 

■研修会 年 2 回 

■定例会 隔月開催 

◆自立支援協議会とタイアップし、支援

のレベルアップを図ります。 

(2)職員研修 ・外部研修等を受講し職員の資質向上に努めます。 

■東京都障害者通所施設職員研修会（年 8 回程度） 

■市立心身障害児・者施設協議会主催職員研修会 

（年 2 回程度） 

 

(3)利用者健康管理 ・利用者の健康管理に努めます。 

■健康診断 ９月中旬実施予定 

■歯ミカップへの参加 10 月頃開催予定 

◆多摩立川保健所と連携を図りながら

「健康」の保持、増進を図ります。 
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３．立川市受託作業 

事業名等 内容 備考 

(1)花苗の育成 

 

 

 

 

・立川市からの委託作業として、公園や歩道の植え込み

に植える花を３期に別けその季節の花の苗を育成しま

す。 

■第１期･･･５月中旬～６月中旬 

■第２期･･･９月中旬～１０月中旬 

■第３期･･･１１月上旬～１２月中旬 

◆利用者個々の適性に応じた作業を確

保して工賃のアップを目指します。 

 

(2)都市軸の清掃 立・川市からの委託事業として市内の施設と協働して毎

週水曜日に清掃を行います 

■１施設としては月 2 回、上半期については計 12 回の清

掃活動を行います 

◆社協として、市内の施設を取りまとめ

る役割を担っていきます。 

 

Ⅷ 居宅介護支援事業 

利用契約された市民に対し、介護サービス計画(ケアプラン)を作成し、質の高いケアマネジメントを行うことにより、市民の

安心生活に寄与します。また契約制度における地域のセーフティネットとして、緊急対応が必要な事例や支援困難事例への

対応、介護予防プランへの協力を地域包括支援センターと連携して実施します。また、地域包括支援センターが実施する各

種事業に協力していきます。 

 

事業名等 内容 備考 

(1)介護サービス計

画の作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

立川市民の居宅サービス計画を作成することにより 

①市民の安心に寄与し、②市内の福祉・介護ニーズを把

握し、地域包括支援センター事業と連携を図り、③介護保

険事業全体の健全運営に寄与します。 

 
■契約された市民に対するケアマネジメントの実施 

・初期相談～訪問面接 

・アセスメント（生活課題の分析・抽出） 

・ケアプラン（介護・予防サービス計画）の作成 

・サービスの実施（依頼・連絡・調整） 

・モニタリング（状況確認、サービス担当者会議開催） 

・評価～再アセスメント 

以上のケアマネジメントサイクルの実施を通し、市民の

生活課題の解決、生活の質の向上をめざします。 

◆介護サービス計画作成 月 1２０件以

上、予防サービス計画作成 月１０件以

上の作成を行います。 

 

 
◆居宅介護支援事業所からみる地域サ

ービス全体のモニタリング機能をもって

います。ケアマネジメントは介護保険制

度の要であり、ケアマネジャーは制度に

おけるキーパーソンの役割があります。

困難といわれる事例が地域から見放さ

れることがないようセーフティネットの役

割を担っています。 

 

(2)小地域ケア会議・

介護支援専門員連

絡会等のネットワー

ク会議への参加協力 

 

 

 

 

『地域におけるネットワーク作りへの参加・協力』 

地域包括支援センターが実施する小地域ケア会議、介護

支援専門員連絡会、各種研修会等への参加・協力によ

り、地域包括支援センター、ケアマネジャー、民生委員、

各関係機関との情報交流を行い、地域でのネットワーク

作りに寄与します。 

 

◆介護保険事業に関わる相談機関間

の連携を強化します。またサービス事業

所とのパイプ作りを担い、市内のケアマ

ネジャー等の持つ悩みや制度の課題等

に一早く気づく事で、立川市や地域包括

支援センターとの連携や活動協力を図

ってきています。また、各種事業への協

力を通して、基幹地域包括支援センター

の活動の側面支援を担います。 
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(3)介護認定調査委

託事業の実施 

立川市の要介護認定調査（訪問調査）に協力します。 

 

◆立川市への協力および他市在住者で

近隣施設入所者、近隣病院入院者への

調査協力を実施します。 

 

Ⅸ 通所介護事業 

地域におけるセーフティネットを構築し、地域の福祉課題を把握するために、「介護予防通所介護」「一般型通所介護」「介護

予防認知症対応型通所介護」「認知症対応型通所介護」の事業を行います。 

通所介護事業は要支援、要介護認定を受けた高齢者がデイサービスに通い、仲間とふれ合うことで社会的孤立感を解消し、

創作的活動や機能訓練を通じて心身の機能の維持を行い、利用者家族の身体的・精神的な介護負担の軽減を図ることを目的

とします。 

平成 21 年度の利用者増により、平成 22 年度から『小規模事業所⇒通常規模事業所』へと報酬基準が変わりました。このた

め、一利用者当たりのサービス提供単価は減収となり、さらに通所介護の「給地区分」のマイナス改定による影響もありました

が、利用状況維持の様々な工夫（入浴枠拡大、機能訓練や広報の充実）により一定収入を図りました。 

そして、平成 23 年度は、安定的な利用者数を維持したサービス提供を目指すとともに、重点取組み事項として、「機能訓練体

制の強化」、「入浴サービスの充実」、「認知症利用者に適したスペースの設置」、「地域との交流」を進めていきます。機能訓練

は、介護予防の視点から理学療法士または作業療法士の指導によりその充実・強化を図ります。入浴サービスは、多くの利用

者が入浴できると同時に、サービスの質の改善・強化を図ります。認知症スペースは、認知症の利用者に適した環境、療法等

を導入し、個別的ケアと尊厳保持、また、その有する能力に応じて、自立した日常生活を営むことができるためのケアを基本と

しながら、セーフティネットの役割を果たしてまいります。 

１．一般型通所介護 

事業名等 内容 備考 

(1)介護予防型通所介

護 

・要支援者を対象に、入浴、排せつ、食事等の介護、生

活等に関する相談及び助言、健康状態の確認、機能訓

練、その他必要な日常生活上の支援を行います。 

 

◆理学療法士等による運動器機能向

上に力を入れます。 

具体的には、機能訓練指導のセラピス

トの派遣の活用をしていきます。 

(2)一般型通所介護 ・要介護者を対象に、入浴、排せつ、食事等の介護、生

活等に関する相談及び助言、健康状態の確認、機能訓

練、その他必要な日常生活上の支援を行います。 

 

◆年間総延べ利用者数 3,804 名を目

指します 

２．認知症対応型通所介護 

事業名等 内容 備考 

(1)介護予防認知症対

応型通所介護 

(2)認知症対応型通所

介護 

・認知症高齢者を対象に、入浴、排せつ、食事等の介

護、生活等に関する相談及び助言、健康状態の確認、機

能訓練、その他必要な日常生活上の支援を行います。 

 

◆認知症スペースは認知症の利用者

に適した環境、療法等を導入し、個別

的ケアと尊厳保持を目指します。 

◆年間総述べ利用者数 2,412 名を目

指します。 

３．会議・研修計画 

事業名等 内容 備考 

(1)運営会議 ・常勤職員が出席し、運営課題の改善を図ります。 ◆月２回 

（運営会議、業務改善ケース会議） 
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(2)全体会議 ・常勤、非常勤職員の全員が参加し、情報共有、業務改

善を図ります。 

◆年４回 

（法人理念、計画、マニュアルの確認、

ケア方針の統一、情報交換等） 

(３)全体研修 ・常勤、非常勤職員の全員が参加し、全体の能力向上を

目的に、講演会や事例検討等の研修を行います。 

◆年４回 

（事例検討、講師による介護技術等の

スキルアップ） 

(４)運転職員研修 

 

・送迎車運転職員の技能の向上のために、外部研修に

参加します。 

◆年１回 

（および新任者は新任研修） 

４．ボランティア・実習生の受け入れ 

事業名等 内容 備考 

(1)ボランティアの受

入 

・夏の体験ボランティアの受け入れ、および年間を通し

て、活動、行事、お茶入れなどの業務補助のためのボラ

ンティア受け入れを行います。 

◆地域のボランティア受け入れを行い、

地域と施設との交流の場をつくっていき

ます。 

(2)実習生の受入 

 

・社会福祉士資格を目指す学生等の受け入れを行いま

す。 

・中学生の職場体験などの受入を行います。 

◆社協全体で受け入れる実習の一部を

担います。 

 

Ⅹ 訪問介護事業 

要支援、要介護認定を受けた高齢者が、住みなれた地域での生活を継続できるように、その居宅にホームヘルパーを派遣し

ます。 

訪問介護事業は、恒常的なヘルパー人材の不足が続いています。平成 23 年度も「人材確保」を重点取組み事項としていきま

す。ヘルパーの雇用形態、介護職の処遇改善、募集の方法等を見直して人材確保に努めます。また、サービス提供責任者や

ベテランヘルパーから新任のヘルパーへと技術の伝承や情報共有を図ることによってサービスの質を高め、利用者の要望に

応え、地域の社会資源としての『人材育成』に貢献していきます。 

 

１．訪問介護 

事業名等 内容 備考 

(1)介護予防訪問介護 ・要支援状態の維持若しくは改善を図り、又は要介護状

態となることを予防し、自立した日常生活を営むことがで

きるよう、入浴、排せつ、食事の介護その他生活全般に

わたる支援を行います。 

(2)訪問介護 ・利用者の有する能力に応じ自立した日常生活を営むこ

とができるよう、入浴、排せつ、食事の介護その他生活

全般にわたる援助を行います。 

◆質の高いサービス事業所として東京

都への届出により、「特定事業所」の指

定を受けています。 

◆合計で年間 23.760 時間の派遣を目

指します。 

２．会議・研修計画 

事業名等 内容 備考 

(1)サービス提供責任

者会議 

・係長、管理者、サービス提供責任者が出席し、運営課

題の検討やケース検討のために行います。 

◆月 1 回 

(2)業務改善会議 ・管理者、サービス提供責任者が出席し、業務課題の改

善のために行います。 

◆援助を困難にする複合課題ケースな

どの検討、時間外勤務の短縮などに取

り組んでいます。月 1 回 
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(３)ヘルパー研修 ・ヘルパーを対象に、ヘルパーの資質向上を目指してグ

ループ討議や、講師を招いた講演会を行います。 

おもな年間予定： 

■ヘルパーの心得 

■倫理・法令遵守 

■動作介助研修（移乗介護等身体介護） 

■緊急対応と応急処置 

■災害時のヘルパーの行動について（仮） 

◆サービス提供責任者とヘルパーの連

携や、会議・研修の定期開催など、取り

組みが特定事業所として評価されてい

ます。 

◆年 5 回 

(４)ヘルパーグループ

会議・研修 

・ヘルパーが少人数のグループ単位で選択した課題に

ついて会議や勉強会を開催します。 

おもな年間予定： 

■感染症予防と対策（ノロウィルス、食中毒） 

■ヒヤリハット事例検討 

■ヘルパー業務における防災と災害時対応 

■家事援助（生活援助）調理編・掃除編 

■事例検討、記録のとり方 

■認知症について 

 

◆年 6 回実施 

◆全体研修と合わせ、ほぼ毎月ヘルパ

ー間での交流やスキルアップを目指し

ます。 

◆ヘルパー同士の交流の機会を持つ

ことにより、孤立感やストレス軽減を図

ります。 

 

ⅩⅠ 生活介護支援事業 

地域において就労の機会等が得がたい在宅重度障害者が通所し、機能訓練、文化的活動、日常生活訓練等を行うことに

より、その自立を図ると共に生きがいを高めることを目指します。一つの事業所ですが、現在は、身体障害者用のデイルーム

（マンボウ）と知的障害者用のデイルーム（コスモス）に分かれて、活動を行っています。 

立川市の新庁舎移行に伴う総合福祉センターの空きスペースを利用し、医療的ケアが必要な方を受け入れていきます。 

■マンボウ（身体障害者用デイルーム） 

１．日常活動 

事業名等 内容 備考 

（1）ＰＴ（理学療法） ・東京小児療育病院より理学療法士を派遣依頼し実施し

ます。（年 6 回） 

 

◆基本動作能力の機能回復・維持を目

的に、動きの悪くなった関節の可動域拡

大や筋肉低下に対する強化、体力の維

持・向上を図ります。 

（2）ＯＴ（作業療法） ・東京小児療育病院より作業療法士を派遣依頼し、実施

します。（年 6 回） 

◆日常生活の諸動作に必要な心身機

能の回復・維持を図っていきます。 

（3）プール活動 ・センター内プールを利用し、実施します。（週 2 回） 

 

◆日常生活では使わない低下した筋力

の向上を目指します。 

（4）調理活動 ・調理室とランチルームにて実施します。（月 2 回） ◆調理、準備、片付けなど社会生活に

必要な技能を身につけることを目的とし

ています。 

（5）足浴 ・デイルームまたは屋外にて足浴を行います。（週 2 回） 

 

◆足浴によるリラクゼーションを図りま

す。 

（６）半日外出 ・電車体験及び立川駅周辺への散策等を実施します。 

 

◆2～5 グループに分かれ、電車体験に

おいて公共機関の利用を行うことで社

会性を身に付けることを目標とします。 
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（7）一日外出 ・グループごとに分かれ、目的を持って外出します。 

（年３回） 

◆市内外の施設などへ出かけ、社会経

験の幅を広げるよう支援していきます。 

（８）音楽 ・利用者自身が選曲した曲をかけ、発声したり、楽器を鳴

らしたりそれぞれに音楽を楽しみます。（週 1 回） 

◆利用者のリフレッシュ、レクリエーショ

ンを目的に実施。各自の好きな音楽を

探し、実践することにより他の活動にお

いても自身の意思を示すよう支援してい

きます。 

（９）避難訓練 ・利用者、職員に対して、避難誘導等の訓練を実施しま

す。（月 1 回） 

◆継続的に行うことで災害時にすばや

い避難を可能にすることを目的としま

す。 

（10）レクリエーション ・利用者全員がかかわれるゲームを考案し実施します。

（週 1 回） 

◆集団で行うゲームを通して協調性を

身につけ、団体の中で自己決定及び意

思表示を行う経験を得ることを目的とし

ています。 

（11）季節行事 ・季節を感じることのできるレクリエーションを行います。

（月 1 回） 

◆行事準備を自ら行うことで、参加しつ

くりあげる経験を得て、協調性及び主体

性を養うことを目的とします。 

（12）健康診断 ・立川保健所にて実施します。また、嘱託医による健康相

談を実施します。（年 5 回） 

◆個々の健康状態を把握し食事や運動

について今後の支援に活かします。 

（13）お菓子作り ・調理室とランチルームにて実施します。（月 1 回） ◆調理、準備、片付けなど社会生活に

必要な技能を身につけるとともにお菓子

を作ることを楽しみます。 

（14）家族懇談会 ・事業計画・報告、活動方針、満足同調査結果等の説明

を行います。またご意見やご要望をお聞きし、事業所運

営に反映させていきます。（適宜開催） 

 

２．実習生等の受け入れ 

事業名等 内容 備考 

(1)特別支援学校実

習生受入 

・当事業所の利用希望する方を中心に、特別支援学校実

習生を受け入れます 

◆実習を通して将来の進路に役立てて

いただきます。 

（2）職場体験 ・市内中学校生の職場体験に協力します。 

 

 

（3）大学生等実習受

け入れ 

・社会福祉士取得のための実習や、「教員免許法の特例

による介護等体験事業」における介護体験者を受け入れ

ます。 
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■コスモス（知的障害者用デイルーム） 

１．日常活動 

事業名等 内容 備考 

（1）ＰＴ（理学療法） ・東京小児療育病院より理学療法士を派遣依頼し実施し

ます。（年 4 回） 

◆基本動作能力の機能回復・維持を目

的に、動きの悪くなった関節の可動域拡

大や筋肉低下に対する強化、体力の維

持・向上を図ります。 

（2）ＯＴ（作業療法） ・東京小児療育病院より作業療法士を派遣依頼し、実施

します。（年 2 回） 

◆日常生活の諸動作に必要な心身機

能の回復・維持を図ります。 

（3）プール指導 ・総合福祉センター内のプールを使用し講師の指導を受

けて実施。 

■6 月から 9 月に 8 回実施 

◆水の抵抗や水圧、浮力を生かして、

水中運動を行うことで、体力の維持・向

上を図っていきます。 

（4）プール活動 ・センター内プールを利用します。（週 2 回） ◆日常生活では使わない低下した筋力

の向上を目指します。 

（5）健康体操 ・健康運動指導士の指導を受けて実施します。（年 12

回） 

◆バランスボールやゴムボールを使

用した体操を行い、体力の維持・向上を

図ります。 

（6）音楽療法 ・音楽療法士の指導を受けて実施します。（月 2 回） ◆音楽の持つ生理的、心理的、社会的

機能を用いて、心身の機能の維持改

善、生活の質の向上を図っていきます。

（7）お菓子作り ・調理室とランチルームにて実施します。（月 1 回） ◆調理、準備、片付けなど社会生活に

必要な技能を身につけるとともにお菓子

を作ることを楽しみます。 

（8）調理 ・調理室とランチルームにて実施します。（月 1 回） ◆調理、準備、片付けなど社会生活に

必要な技能を身につけることを目的とし

ます。 

（9）一日外出 ・6 グループに分かれ、目的を持って年 3 回外出します。

■6 月、9 月、通年に実施 

◆市内外の施設などへ出かけ、社会経

験の幅を広げるよう支援します。 

（10）足浴 ・デイルームにて行います。（週 1 回） ◆足浴によるリラクゼーションを図りま

す。 

（11）スヌーズレン ・デイルームにて行います。（随時） ◆視覚、聴覚、触覚、嗅覚などへの刺

激を感じ取り、それを楽しみ、くつろ

げる環境を提供していきます。 

（12）紙作品作り ・デイルームにて行います。（随時） ◆牛乳パックを再生して紙作品作り

を行い、紙鍋敷き、紙コースターなど

を創作します。 

（13）避難訓練 ・利用者・職員に対して、避難誘導等の訓練を実施しま

す。（月 1 回） 

◆継続的に行うことで災害時にすばや

い避難を可能にすることを目的に行いま

す 

（14）季節行事 ・季節にあった行事を行います 

■5 月 端午の節句、7 月 七夕、8 月 夏祭り、 9 月 お

月見、10 月 ハロウィン、11 月 運動会、12 月 クリスマ

ス会、1 月 新年会、2 月 節分、 3 月 ひな祭り 
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（15）健康診断 ・立川保健所にて実施します（年 6 回） 

 

◆個々の健康状態を把握し食事や運動

について今後の支援活動に活かしま

す。 

（16）家族懇談会 ・活動方針、満足度調査結果の説明を行います。（年 2

回） 

 

２．実習生等の受け入れ 

事業名等 内容 備考 

(1)特別支援学校実

習生受入 

・当事業所の利用希望する方を中心に、特別支援学校実

習生を受け入れます 

◆実習を通して将来の進路に役立てて

いただきます。 

（2）職場体験 ・市内中学校生の職場体験に協力します。 

 

 

（3）大学生等実習受

け入れ 

・社会福祉士取得のための実習や、「教員免許法の特例

による介護等体験事業」における実習生を受入れます。 

 

■マンボウ・コスモス共通事業 

事業名等 内容 備考 

(1)緊急一時保護事

業 

 

・介護者（家族）の負担軽減や冠婚葬祭等の急な所用時

等に、一時保護を行います。 

■一人につき月 3 回、1 日につき 2 名を上限、最大 21 時

まで利用できます。 

◆市受託事業  

 

(2)医療的ケアが必

要な方の受入 

・気管切開等を伴なわない、軽微な医療的ケアが必要な

方を受け入れます。受け入れに関しては、市障害福祉

課、当事業所嘱託医、当会事業所職員等による調整会議

を開催し、受入の可否を決定します。 

■一人につき週 3 回、1 日につき 2 名を上限 

◆市補助事業 

(3)さらり祭り ・当事業所主催で「さらりまつり」を開催し、地域住民との

交流をはかります。 

■8 月下旬開催予定 

 

(4)地域交流会 ・地域で活躍しているサークル（音楽、ダンス等）や、学校

クラブ活動等に活動の場を提供することで、交流を図りま

す。 
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ⅩⅡ 福祉サービス総合支援事業 

判断能力の低下により日々の生活に何らかの不安を抱えている市民（高齢者や障害者等）が、適切な福祉サービス等を

利用しながら安心して生活できるよう、福祉サービスの利用にかかる総合相談や日常生活自立支援事業、成年後見制度利

用支援事業と同制度の普及啓発、法人後見の受任等を行います。また、今年度からは、第３次あいあいプラン２１に基づき、

新たな「後見サポーター（仮称）」の養成等を行います。センター運営については、成年後見制度の推進機関も兼ねた専門職

や地域の関係機関等で構成された運営委員会を設置して行います。 

１． 福祉サービス総合支援事業 

事業名等 内容 備考 

（1）運営委員会 ・専門職や地域の関係機関により構成された運営委員会を

設置して、センターの運営方針や事業計画、法人後見受任

や援助困難ケース等について専門的、中立的、客観的な視

点をもった検討などを行ないます。また、成年後見制度推進

機関としての機能も兼務します。（年 6 回開催） 

◆運営委員は、学識経験者、弁護

士、医師、社会福祉士、地域包括支

援センター職員（社会福祉士）、障害

者関係団体役職員、民生委員、行政

職員の８名で構成しています。 

２．総合相談事業 

事業名等 内容 備考 

（１）総合相談の受付 ・介護保険や障害者自立支援法等の福祉サービスの利用や

権利擁護、成年後見制度等に関する総合的な相談対応を行

います。 

◆窓口、電話、訪問での相談に応じ

ます。 

（２）苦情対応窓口の

設置 

・福祉サービス利用者と事業者間の福祉サービスにかかる

苦情等の相談を受付けます。 

◆福祉サービス利用の適切な提供

と利用に寄与します。 

（３）相続相談の実施 ・相続に関する親族間の紛争解決や死後の財産等の自己決

定の支援などの専門相談として「相続アドバイザー協議会」

の協力により実施します。 

◆毎月第 2･4 火曜日 午後      

伊勢丹あいあいステーション 

３．日常生活自立支援事業 

事業名等 内容 備考 

（１）日常生活自立

支援事業 

・高齢者や障害者等で判断能力に不安があり、自己選択や

自己決定が難しい市民が安心して生活できるよう、日常生

活自立支援事業を実施します。 

■福祉サービスの利用援助サービス 

■日常的な金銭管理サービス 

■書類等の預かりサービス 

◆福祉サービスの利用援助を中心に

利用者本人との契約により実施しま

す。 

４．成年後見制度の利用支援及び同制度の普及･推進 

事業名等 内容 備考 

（１）成年後見制度

利用支援事業 

・成年後見制度の概要や利用、申立て等に関する相談に応

じます。 

■司法書士による専門相談の実施 

■市長申立て等の手続きや後見人等候補者の選定 

■出前講座や同制度に関わる講演会の実施 

◆専門相談 

毎月第 2 土曜日 午後 

伊勢丹あいあいステーション    

29 



（２）成年後見制度

の普及･推進 

・東京都成年後見制度活用あんしん生活創造事業に基づ

き、成年後見制度の推進機関として「地域あんしんセンター

たちかわ」を位置づけ、行政および関係機関と連携して同制

度の普及･推進に努めます。 

■後見人等連絡会の開催   

■相談会の実施 

◆市内で後見人等を受任されている

親族や第三者（専門職）後見人等の

支援と、行政や地域の関係機関等と

のネットワークを形成して同制度の普

及推進を図ります。 

（３）法人後見人等

の受任 

・親族等、他に適切な後見人等がいない市民に対して、本会

が法人として後見人等を受任します。 

■法人後見等の受任 

◆受任については、運営委員会での

助言、指導に基づいて会長が決定し

ます。 

（４）後見サポーター

(仮称)の養成 

・市民参画による権利擁護を推進するため、法人後見受任

ケース等を支援し、地域で支える役割を担う「後見サポータ

ー（仮称）」の養成等を行います。 

 

◆「後見サポーター（仮称）」の養成を

行います。 

（５）東京都成年後

見人等養成事業へ

の協力 

・「社会貢献型後見人養成講座」の修了者を生活支援員や

法人後見等の履行補助者として受入れます。 

 

◆東京都の実施する事業に協力しま

す。 

５．たちかわ入居支援福祉制度 

事業名等 内容 備考 

(1)たちかわ入居支

援福祉制度 

・判断能力の不十分な高齢者や障害者等が民間賃貸住宅

の入居や契約更新の際に、親族等の適切な保証人のいな

い場合に「日常生活自立支援事業」の契約と併せて本会が

保証人となり、生活サポートを行いながら地域での安定した

生活が継続できるよう支援します。 

■滞納家賃保障 

■残存家財処分 

■死後の火葬や事務処理等 

◆申請窓口や利用決定は、市高齢福

祉課、障害福祉課で行います。利用

決定後、本人との契約によって民間

住宅賃貸借契約の保証人となりま

す。 

６．関係機関とのネットワークの形成 

事業名等 内容 備考 

（１）連絡会等への

参加 

・各種連絡会等に参加して事業運営に関する情報収集やネ

ットワークの形成を図り、市民の権利擁護や支援困難ケース

等の課題解決ができるよう努めます。 

■東京都  

○区市町村連絡会 ・成年後見制度推進機関連絡会 

○同制度関係機関合同会議 ・苦情対応機関情報交換会

等 

■東社協  

○地域福祉権利擁護事業業務連絡会 等 

■立川市、地域包括支援センター 

○地域ケア会議 ・小地域ケア会議 ・福祉相談センター連絡

会 ・権利擁護業務連絡会 ・主任介護支援専門員連絡会 ･

介護支援専門員連絡会 ･高齢者ケア研究会 等 

■その他関係機関との連絡会等 

○都内社協北多摩西部ブロック連絡会 等 

◆各種連絡会への参加を通して権利

擁護支援システムの充実とともに職

員のスキルアップに努めます。 
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（２）支援困難ケー

ス等への対応 

・虐待ケースや悪質商法被害への対応など、支援困難ケー

スへの対応として、成年後見制度等を活用した支援を行政や

関係機関等と連携して取組みます。 

■「高齢者虐待防止ネットワーク連絡会」への参加 

■ケースカンファレンスへの参加 

◆虐待対応については、行政や地域

包括支援センターと作成した「高齢者

虐待対応マニュアル」に基づいて支

援を行います。 

（３）その他 ・各種研修会等へ参加して職員のスキルアップに努めます。

また、視察受入れや講師派遣等を行い、立川市の権利擁護

システムや地域あんしんセンターたちかわの周知に努めま

す。 

■各種研修会等参加 

○東社協地域福祉権利擁護事業専門員、業務担当者、生活

支援員研修 ・都成年後見制度基礎、専門研修 ・苦情対応

機関研修 ・市介護支援専門員研修等  

◆視察対応や講師派遣等について

は、あらかじめ内容、目的等の相談

調整をした上で受入れています。 

 

ⅩⅢ 自立支援ホームヘルプサービス事業 

障害者自立支援法に則り、身体障害、知的障害、精神障害のある方々が自立した日常生活を営むことができるよう、ヘル

パーを派遣します。また、市内公立小・中学校の普通学級に通学している介助を必要とする児童・生徒が、安全で安心して学

校生活を送れるよう介助員を派遣します。 

１．居宅介護事業 

事業名等 内容 備考 

居宅介護事業 ・障害者の居宅において、身体介護や家事援助、生活上の

相談を行う他、通院時に必要な介助を行います。 

◆年間 3,552 時間を目指します。 

２．重度訪問介護事業 

事業名等 内容 備考 

重度訪問介護事業 ・重度の肢体不自由者で、常時介護を要する方の身体介護

や家事援助、移動の介護、見守り等生活全般を支援すしま

す。 

◆年間 144 時間を目指します。 

３．移動支援事業 

事業名等 内容 備考 

移動支援事業 ・肢体不自由者で外出に車椅子を必要とする方や視覚障害

者、知的障害者、精神障害者で屋外での移動に著しい制限

のある方を対象に外出の支援を行います。 

 

◆年間 201 時間を目指します。 

４．学級臨時介助員事業 

事業名等 内容 備考 

通常の学級臨時介

助員事業 

・市民活動センターのコーディネートのもと、立川市立小・中

学校における学校生活のための介助を必要とされる方を対

象に介助員の派遣実務を行います。（肢体不自由児等で車

椅子を必要とする方などの着替え、排泄介助等） 

◆市民活動センターたちかわとの連

携・協働により、平成 22 年度より実

施しています。 
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５．会議、研修計画 

事業名等 内容 備考 

(1)サービス提供責

任者会議 

・係長、サービス提供責任者が出席し、運営課題の検討や

ケース検討を行います。 

◆訪問介護（介護保険事業）と共通 

(2)業務改善会議 ・係長、サービス提供責任者が出席し、業務課題の改善の

ためを図ります。 

◆訪問介護（介護保険事業）と共通 

(３)ヘルパー研修 ・ヘルパーを対象に、ヘルパーの資質向上を目指してグル

ープ討議や、講師を招いた講演会を行います。 

◆訪問介護（介護保険事業）と合同 

(４)ヘルパーグルー

プ会議 

・ヘルパーが自主的に課題を選び、勉強会を開催します。 

（年 5 回） 

◆訪問介護（介護保険事業）と合同 

 

ⅩⅣ 低所得者・離職者対策事業●立川市受託事業 

一定の所得以下もしくは離職状況の方の生活安定に向けた対策事業として、生活や就職に関する相談、中三、高三のお

子さんの塾代・受験料代の貸付など、全般的な生活相談を立川市行政と連携を図りながら実施します。 

１．低所得者・離職者対策事業 

事業名等 内容 備考 

（1）事業の広報・普

及啓発活動 
 

・本事業の広報・普及活動を、ホームページや市内関係機

関・団体と連携し、幅広く周知していきます 

（2）低所得者・離職

者に対する常設の

相談窓口 
 

・低所得者や離職者に対する常設の相談窓口を設け、就職

や生活安定に向けたさまざまな相談援助・支援を行います 

 

（3）受験生チャレン

ジ支援貸付事業 

・学習塾の受講料や大学等の受験料の貸付を行います 

■学習塾等受講料貸付金／中学 3 年生または高校 3 年生

がいる世帯が対象 

■大学等受験料貸付金／中学 3 年生または高校 3 年生が

いる世帯が対象 

◆生活安定応援事業が平成 22 年度

で一旦終了し、新たに、実施する事業

です。 

◆旧事業とほぼ同じ内容となっていま

すが、就職チャレンジ支援事業および

生活サポート貸付事業は、平成 22 年

度で廃止となりました。 

◆学習塾の受講料や大学等の受験

料の貸付に対するニーズは年々高ま

っており、今年度も昨年に引き続き、

教育委員会の協力の下、市内の中学

校等への PR を行います。 
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ⅩⅤ 住宅手当緊急特別措置事業●立川市受託事業 

離職により、住宅を喪失またはそのおそれのある市民で常用就職の意欲のある方を対象に、住宅手当を支給し、住宅や

就労の確保に向けた支援を行うことを目的とした事業をハローワークや立川市と連携を蜜にとりながら実施します。 

１．住宅手当緊急特別措置事業 

事業名等 内容 備考 

（1）住宅手当 ・住宅手当の支給と同時に、支給を受けた方々に対しての

面接など常用就職に向けた支援を行います。 

◆第 2 のセーフティネットとして、着実

に根付いてきたと同時に、年間相談

数も 2000 件を超えるなど、依然として

不況の余波が続いていることが伺え

ます。 

◆貧困問題・生活保護制度と表裏一

体の面がありますが、今後も新たな生

活課題に取り組む事業と位置づけて

実施していきます。 

◆平成 23 年度末までの時限事業の

予定です。 
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■特別会計事業 

Ⅰ 歳末たすけあい運動事業  

共同募金の一環として、12 月に、市内自治会をはじめ、さまざまな団体の協力を得ながら、地域福祉の推進をはかるため

に募金活動を実施します。なお、ここで集められた募金については、翌年度に地域福祉活動費として配分を受け、社協の地

域福祉推進に活用しています。 

 

事業名等 内容 備考 

歳末たすけあい運動

募金 

・地域自治会を中心に、市内各団体に協力を求め、募金

運動を実施します。 

■目標  6,474 千円 

 

 

Ⅱ 奨学金事業 

離職者世帯の支援を目的の一つにおいて、期間を定め奨学金の貸付を行います。また、その利用状況に応じて事業の見

直しを図っていきます。 

 

事業名等 内容 備考 

奨学金貸付事業 ・離職者世帯を対象とした奨学金貸付事業。 ◆H2 年に立川市から移管された事業で

すが、生活福祉資金等の充実のため、

H15 年度より離職者世帯を対象としてい

ます。 

 

Ⅲ 収益事業 
法人の自立基盤強化のため、市内公共施設等に自動販売機を設置し、その収益を地域福祉活動に充てていきます。 

 

事業名等 内容 備考 

自動販売機の設置 ・総合福祉センターをはじめ、市内 8 ヵ所の施設に 10 台

の自動販売機を設置しています。 

■目標  2,888 千円の収益 

◆販売機自体の広報媒体としての活用

を検討します。 

 

■東京都共同募金会立川地区協力会事業 

Ⅰ 赤い羽根共同募金運動 

民間福祉事業の振興を図るために、10 月 1 日より全国的に展開される「赤い羽根共同募金運動」を展開します。今年度よ

り、地区配分推せん委員会を設置し、地域への募金の配分について、共同募金会へ推薦を行います 

 

事業名等 内容 備考 

赤い羽根募金運動 ・地域自治会を中心に、市内各団体に協力を求め、募金

活動を行います 

■目標  4,655 千円  

地区配分推せん委員

会 

 ・共同募金の地域への配分について、東京都共同募金

会に推せんを行う委員会を設置します 

◆地区配分推せん委員会は、地域の福

祉ニーズを、共同募金の配分に反映さ

せることを目的としています。 
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